
「実特法に基づく届出書（任意・異動）」※の記入方法について

※租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律（実特法）に基づく届出書（任意・異動）

若草 花子

①住所変更が伴う場合は、新住
所をご記入ください。

※住所変更される場合は、当行所定
の「住所変更届」の提出が必要です。

A

XX XX XX

④税務上の居住地国（複数ある
場合はすべて）をご記入ください。

B

アメリカ

⑤納税者番号をご記入ください。
納税者番号の記入ができない
場合は、その理由に該当する項
目をチェックしてください。
居住地国が「日本」以外の場合
は記入必須です。

XXX-XX-XXXX

Ｃ

例：日本

③当行にお届け済みの税務上
の居住地国に変更がある場合は、
変更前の税務上の居住地国をご
記入ください。

と が相違する場合や、

が複数ある場合等は、 に

その理由をご記入ください。

例：
• F1(学生)ビザのため米国

への納税予定なし
• 外交官として赴任のため

税務上の居住地国は変更
なし 等

A B
C

②お取引支店名、口座番号をご
記入ください。(いずれかおひとつで
可)

⑥日付とご署名をご記入ください。

株式会社 信託銀行SMBC PC2018009-2306

税務上の居住地国は、必ずお客さま自身にご申告いただいております。
お客さま自身で居住地国を判断できない場合には、税理士等の税務アドバイザーにご相談ください。
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